
次期GXリーグの⽅向性
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経済産業省 GXグループ 環境経済室



１．GXをめぐる情勢について
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⽇本が進める「GX」の位置付けの再認識

排出削減

安定供給

経済成⻑

⽇本が強みを有する関連技
術等を活⽤し、経済成⻑・
産業競争⼒強化を実現

2050年カーボンニュートラル等の
国際公約

• ロシアによるウクライナ侵略
等の影響により、世界各国で
エネルギー価格を中⼼に
インフレが発⽣

• 化⽯燃料への過度な依存から
脱却し、危機にも強いエネル
ギー需給構造を構築

⽇本のGXは「エネルギー安定供給」・「経済成⻑」・「脱炭素」の同時
実現を⽬指す取組。
脱炭素を巡る世界の動きが変化する中、⾃国産業競争⼒・安全保障の強
化は⼤前提。エネルギー⾃給率が低い我が国は、これまで以上にエネル
ギー安全保障・国内投資喚起を重視しつつ、ＧＸ深化の必要。



「分野別投資戦略」

※重点16分野︓鉄鋼、化学、紙パルプ、セメント、⾃動⾞、蓄電池、航空機、SAF、船舶、くらし、資源循環、半導体、⽔素等、次世代再エネ、原⼦⼒、CCS

運輸
官⺠投資⽬標額︓49兆円〜

運輸
官⺠投資⽬標額︓49兆円〜

くらし等
官⺠投資⽬標額︓28兆円〜

くらし等
官⺠投資⽬標額︓28兆円〜

エネルギー
官⺠投資⽬標額︓43兆円〜

エネルギー
官⺠投資⽬標額︓43兆円〜

製造業
官⺠投資⽬標額︓８兆円〜

製造業
官⺠投資⽬標額︓８兆円〜

分野分野

鉄鋼鉄鋼

化学化学

⾃動⾞・電池⾃動⾞・電池

船舶船舶

くらしくらし

半導体半導体

次世代
再エネ
次世代
再エネ

航空機航空機

原⼦⼒原⼦⼒

GX関連投資と⽀援内容GX関連投資と⽀援内容
1兆円規模の⾰新電炉への転換
に約3,560億円の⽀援決定

化学プラントの燃料転換・原料転
換に約80億円を⽀援決定

EV、FCV等の導⼊や蓄電池製
造に対し約1.4兆円を措置

ゼロエミッション船（⽔素・
LNG等）の建造等に約940億円
を措置
住宅関係のGX製品導⼊に対し約
3,530億円の⽀援実施

次世代太陽電池や浮体式洋上⾵⼒
のサプライチェーン構築⽀援
ペロブスカイト太陽電池︓
すでに約1,570億円を⽀援決定

省エネに資するパワー半導体の
製造等に約8,730億円を措置

次世代航空機の開発等に約
1,170億円を措置

次世代⾰新炉の研究開発にすで
に約2,640億円の⽀援決定

電炉 化学プラント

EV、FCV等 ゼロエミッション船

断熱窓への改修 パワー半導体

次世代原⼦炉 ペロブスカイト太陽電池

執⾏予定・採択済 約4兆円 2032年度までに⽀援予定

20兆円全体進捗（令和４年補正〜令和６年当初予算）

⽀援の⾒通し約14兆円

⽔素等⽔素等 ⽔素等の価格差に着⽬した⽀援
に今後15年で約３兆円を予定
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「⽇本成⻑戦略」の柱としてのGX

「エネルギー安定供給強化」に向けたGX投資
① 次世代国産エネルギー開発（ペロブスカイト、次世代型地熱、フュージョンエネルギー等）の抜本強化

③ 次世代⽕⼒発電等の推進（⽔素/アンモニア混焼等） 等

「GX産業クラスター」の創出に向けた投資
① 産業資源であるコンビナート等の再⽣・新産業拠点
② データセンター集積地の効率的な形成
③ 脱炭素電源を活⽤した新たな産業⽴地

未来につながる「GX成⻑投資」
① 世界に勝てる新たなGX産業創出（⾃動⾞、蓄電池、 AI・半導体、GX素材産業等）
② 中⼩企業等の省エネ投資
③ くらしのGX化（断熱窓、GX志向型住宅等）

「３つの投資」 と 内外⼀体の産業戦略の推進

AZEC等の枠組みも活⽤したグローバル市場形成
⽇本成⻑戦略

「危機管理投資」・「成⻑投資」による
強い経済の実現

地域未来戦略
地域ごとの産業クラスターの

戦略的形成

② 系統増強や⽔⼒・原⼦⼒等の脱炭素電源への⽀援

 国際情勢等も踏まえ、我が国は、 「エネルギー安定供給・経済成⻑・脱炭
素」の３つを同時追求するGXをぶれずに進め、その中でこれまで以上に「エ
ネルギー安定供給」と「経済成⻑」を重視し、「国産エネルギー」を強化す
るための「危機管理投資」と「成⻑投資」を集中実施。
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成⻑志向型カーボンプライシング構想

カーボンプライシング
① 排出量取引制度の本格稼働 【fy2026〜】
＋発電事業者への「有償オークション」

【fy2033〜】
② 化⽯燃料賦課⾦ 【fy2028〜】

2023

GX経済移⾏債
償還財源としても活⽤

投資規模（BAU）

150兆円超のGX投資の実現投資促進 投資促進

時間軸

⾦額

• 今後10年間で150兆円超の官⺠GX投資を実現。
① 20兆円規模の⼤胆な先⾏投資⽀援
② カーボンプライシング（排出量取引・化⽯燃料賦課⾦）の導⼊

• 企業がGXに取り組む期間を設けた上で導⼊し、徐々に引き上げていく⽅針をあらか
じめ明⽰

⇒ 早期に取り組むほど将来の負担が軽くなる仕組みとすることで、意欲ある企業のGX
投資を引き出す

③ 新たな⾦融⼿法の活⽤
• 「ＧＸ経済移⾏債」の発⾏を含めたトランジション・ファイナンスの推進



２．GXリーグの⾒直しの⽅向性について
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• 2023年に発⾜してからこれまで、⽇本のCO2排出量の5割超を占める企業
群が参画（700社超）。

• 参画企業は、2025年度及び2030年度の削減⽬標の設定や⾃主的な排出
量取引の試⾏実施。またGX製品の需要創出に貢献する意欲的な企業が集
まり、⺠間発のルール形成等の取組を⾏ってきた。

8

GXリーグにおけるこれまでの活動

⾃主的な排出量取引の試⾏的取組

ルール形成を通じた市場の創造

＜GXリーグでの取組＞

• 削減貢献量※について、開⽰ルールの提⽰・活
⽤事例集の取りまとめ・COPでの発信等を⾏う。

※削減効果の⾼い製品の普及を通して、ソリューションプロバ
イダーがどれだけ排出削減に貢献したかを⽰すもの

＜GXダッシュボードでの開⽰＞

• 2030年削減⽬標だけでなく、2025年までの中
間削減⽬標を掲げ、野⼼的な削減に挑戦。

• 毎年排出量実績を公表すると共に、⽬標達成へ
の進捗状況をGXダッシュボード上で開⽰しなが
ら、⽬標達成に向けて取り組む。

Scope1＋2

排出量⽬標と排出量実績の⽐較
排出量⽬標排出量実績

20232013
基準年度

2023 2025 20302024 2050
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【参考】主なGXリーグ参画企業
参画企業※業種(中分類)業種(⼤分類)
⽇本製鉄、ＪＦＥスチール、神⼾製鋼所、⽇鉄ステンレス、⼤同特殊鋼、⼭陽特殊製鋼、愛知製鋼、
新⽇本電⼯、⽇本冶⾦⼯業、プロテリアル、合同製鐵、中⼭製鋼所、三菱製鋼鉄鋼業

製造業

東ソー、トクヤマ、住友化学、三菱ケミカルグループ、三井化学、ＵＢＥ、レゾナックＨＤ、
旭化成、東レ、デンカ、ダイセル、クラレ、カネカ、東洋紡、⽇本ゼオン、三菱⽡斯化学、帝⼈、
富⼠フイルムＨＤ、ＪＮＣ、セントラル硝⼦、ユニチカ、⽇本触媒、⽇産化学、住友精化、ＤＩＣ、
積⽔化学⼯業

化学⼯業

ENEOS、出光興産、コスモエネルギーＨＤ、太陽⽯油、富⼠⽯油⽯油製品・⽯炭製品製造
業

⽇本製紙、王⼦ＨＤ、⼤王製紙、レンゴー、三菱製紙、北越コーポレーション、中越パルプ⼯業パルプ・紙・紙加⼯品製
造業

ＵＢＥ三菱セメント、太平洋セメント、住友⼤阪セメント、ＡＧＣ、⽇本板硝⼦窯業・⼟⽯製品製造業
デンソー、トヨタ⾃動⾞、⽇産⾃動⾞、トピー⼯業、ＳＵＢＡＲＵ、アイシン、本⽥技研⼯業、
豊⽥⾃動織機、いすゞ⾃動⾞、⽇野⾃動⾞輸送⽤機械器具製造業

三菱マテリアル、三井⾦属鉱業、キオクシアＨＤ、住友⾦属鉱⼭、ＵＡＣＪ、ブリヂストン、シャー
プ、アサヒグループＨＤ、⽇本軽⾦属ＨＤ、キリンＨＤ、東芝、カナデビア、サントリーＨＤ、
ダイキン⼯業、⽇⽴製作所、⼤⽇本印刷、森永乳業、コカ・コーラボトラーズジャパンＨＤ、クボタ、
ＴＯＰＰＡＮＨＤ、⽇清⾷品ＨＤ、ソニーセミコンダクタソリューションズ、ローム、⼤塚ＨＤ、
住友電気⼯業、パナソニックＨＤ、富⼠電機、三菱重⼯業、ＬＩＸＩＬ

その他の製造業

ＪＥＲＡ、東北電⼒、電源開発、関⻄電⼒、北陸電⼒、中国電⼒、九州電⼒、北海道電⼒、四国電⼒、
沖縄電⼒電気業電⼒・ガス・

熱供給・⽔道業
東京⽡斯、⼤阪⽡斯、北海道⽡斯ガス業
東⽇本旅客鉄道、東急、⻄⽇本旅客鉄道、阪急阪神ＨＤ鉄道業

運輸業・郵便業
商船三井、川崎汽船、⽇本郵船⽔運業
ＡＮＡＨＤ、⽇本航空航空運輸業
ヤマトＨＤ、⽇本郵政、佐川急便、⻄⽇本鉄道その他の運輸業・郵便業
ＩＮＰＥＸ、インフロニア・ＨＤ、⽯油資源開発、三井不動産、⽇本電信電話、住友林業その他の事業会社
三菱ＵＦＪ ＦＧ、三井住友 ＦＧ、みずほ ＦＧ、りそなＨＤ、三井住友信託銀⾏銀⾏業

⾦融・保険業 ⽇本⽣命保険、明治安⽥⽣命保険、第⼀⽣命ＨＤ、ＭＳ＆ＡＤインシュアランスグループＨＤ、
住友⽣命保険保険業

野村ＨＤ、オリックス、農林中央⾦庫、⼤和証券グループ本社、⽇本取引所グループその他の⾦融業・保険業
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GXリーグの成果① 削減実績量

削減実績量︓企業が⾃社で⾏った脱炭素施
策により削減された排出量を製品やサービ
ス単位で数値化した指標。

• GXリーグのWGにおいて、GX製品の付加価値の評価指標を議論し、新た
な指標（ΔCO2）を提唱。

• 本提⾔を踏まえ、当該指標を経産省の研究会で議論し、「削減実績量」と
して指標を確⽴。
※WGのリーダー企業︓株式会社⽇⽴製作所

＜グリーン商材の付加価値付けに関する提⾔書＞
2023年12⽉、GXリーグのWGにおける議論をも
とに、ΔCO2に関する考え⽅を整理。



• 新たな製品・サービスが排出削減にどの程度貢献したかを⽰す指標である
削減貢献量について、GXリーグのWGにおいて官⺠⼀体で議論。

• これまで、企業が削減貢献量を開⽰する際に満たすべき要件や事例集の提
⽰、国際会議の場での周知拡⼤に向けた発信などに取り組んできた。

※WGのリーダー企業︓野村ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ株式会社、ﾀﾞｲｷﾝ⼯業株式会社、東京海上⽇動⽕災保険株式会社、
株式会社⽇本政策投資銀⾏、ﾊﾟﾅｿﾆｯｸﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ株式会社、三井住友信託銀⾏株式会社
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GXリーグの成果② 削減貢献量

＜COP30での発信＞
2025年11⽉には、COP30会場内
ジャパン・パビリオンのセミナー
にて、削減貢献量の社会実装に向
けた提⾔を実施

削減貢献量

GHG
排出量

時間

削減貢献量︓削減効果の⾼い製品の普及を通し
て、企業が社会全体の排出削減にどれだけ貢献
したかを⾒える化する指標。



GXリーグの成果③ ⾦融機関による削減貢献量の活⽤
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• 2023年12⽉には、削減貢献量の活⽤を検討する⾦融機関の参考となるた
め、また波及効果による削減貢献量⾃体の認知向上を⽬的に、「削減貢献
量 -⾦融機関における活⽤事例集-」を公表。

＜活⽤事例集の公表＞
企業の削減貢献量開⽰を評価し、ファ
イナンスに活⽤する国内外⾦融機関を
事例集として取りまとめ。

＜COP28での発信＞
2023年12⽉、COP28のジャパン・
パビリオンのセミナーにて、本事例
集を公表。



• GX⼈材市場の拡⼤に向け、GXリーグのWGにおいてGX⼈材の定義等につ
いて議論。

• 企業がGXを推進する上で求められる⼈材類型やスキルを整理し、2024年
5⽉に「GXスキル標準」を公表。2025年5⽉にアップデート。
※WGのリーダー企業︓スキルアップNeXt株式会社

13

GXリーグの成果④ GX⼈材の定義

＜GXスキル標準の概要＞
GXに関わる⼈材を類型化し、類型ごとに有するべきスキルをレベル別に具体化。
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企業に広がる積極的な取組の事例（積極調達）

事例１
三井不動産が新築ビル
（⽇本橋本町M-SQUARE）に
神⼾製鋼の低炭素鋼材を採⽤

事例２
JALは「2030年に全燃料搭載量の10%を
SAFに置き換える」という⽬標を掲げ、
SAFの開発促進と活⽤に取り組んでいる

GX製品を積極的に調達している企業

• サプライチェーンでの排出削減に、⾜元から積極的に取り組む企業も出
てきている。

• 先頭で取り組む企業が評価・成⻑する環境を整備していくことが不可⽋。
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企業に広がる積極的な取組の事例（価値の⾒える化）

事例３
ゴールドウインでは、新
たに素材や輸送における
排出も含め、
「CFPゼロ」のシューズ
をリリース

消費者へのGX製品価値の⾒える化

事例５
イオンリテールは、⾃社
旧商品のトレーを無くし
包装を⼩型化した上で、
CO2排出量を数値化し開
⽰

事例４
セブンイレブンジャパン
が、サラダカップ容器を
バイオマスPETを配合し
た容器に切替
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企業に広がる積極的な取組の事例（サプライチェーン全体）

事例６
デンソーは、サプライ
ヤーの脱炭素化へのス
テップに合わせ、
①情報発信
②ノウハウ共有
③実⾏⽀援（機器貸与、
技術⽀援 等）
と、段階的な⽀援を実施。

サプライヤーとの共働

• サプライヤーと共働して排出削減に取り組む企業も出てきている。
• また、⽇本商⼯会議所の中⼩企業に対するアンケートによれば、約26％の
中⼩企業が取引先から脱炭素に関する⽀援を受けており、そのうち約19％
は技術的⽀援（⼈的⽀援含む。）を、約５%は⾦銭的⽀援を受けており、
サプライチェーン全体での取組が広がり始めている。

出典︓令和6年度パートナーシップ構築宣⾔取組事例集
https://www.biz-partnership.jp/docs/jireishu-R6.pdf
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サプライチェーン全体での排出削減と競争⼒強化の両⽴
• サプライチェーンでの取組については、GX製品の積極調達等の取組のほか、
サプライヤーとの連携を深め、協業して取組を進める事例も存在。

• モノの調達のみならず、サプライヤーとの協業も持続可能な成⻑の観点から
は重要であり、こうした協業もGXの取組として位置付け、取組を進める企
業を積極的に評価していくことが重要。

企業サプライヤー

サプライヤーのGXの取組の⽀援・牽引

GX製品の積極調達

・省エネ診断
・技術⽀援 etc.

G
X

製
品
भ
調

達

१
উ
ছ
ॖ
খ
␗
ध

協
働
ख
ञG

X

・適正価格で購⼊
・GX製品の差別化 etc. 双

⽅
ध
ु
प
取
組
॑
評
価
घ
स
ऌ

主に中⼩企業サプライヤー

主に⼤企業サプライヤー
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GXリーグ⾒直しの⽅向性
• 2026年度からは排出量取引制度の本格稼働に伴い、GX投資やGX製品・サービスの

創出が進んでいくことが期待される。

• そのため、今後はGX製品・サービスの需要創出に向けて、排出量の多寡を問わず、
GX製品・サービスの需要創出に向けて意欲的に取り組む企業が参加する枠組みへ
と刷新し、先⾏する優良事例の横展開や業界横断的な課題解決の取組を進め、我が
国のGXを⼤きく牽引する枠組みへとGXリーグを⾒直していく。

上流 消費
者

B2C企業

スコープ1・2の削減に重点。そのための⾃主的な排出量取引などを実施。

排出量取引制度の本格稼働に伴い、
GXリーグの枠組みを活⽤してGX需要創出を後押し

フェーズ１
〜FY2025

フェーズ２
FY2026~

スコープ1の取組

排出量取引制度を通じた
競争⼒強化

GX需要創出に向けた取組

サプライチェーンでの排出削減とGX需要創出の両⽴
・GX製品の積極的な調達・販売・市場投⼊
・サプライヤーと連携

などの取組と企業成⻑の両⽴を本研究会にて具体化

需要の喚起

GX価値評価を
通じた需要創

出
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GX率先実⾏宣⾔による企業評価向上

・新築住宅に使⽤する鋼材を、2030年度までに30％をｸﾞﾘｰﾝｽﾁｰﾙに切り替える （旭化成ﾎｰﾑｽﾞ）
・飲料⽸製品や飲料ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ製品にｸﾞﾘｰﾝｽﾁｰﾙやｸﾞﾘｰﾝｹﾐｶﾙを使⽤する（ｻﾝﾄﾘｰﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ）

具体的な宣⾔の例

対象分類
電気⾃動⾞等

産業競争⼒基盤強化
商品(GX財源)

グリーンスチール
グリーンケミカル
SAF

⽔素
低炭素⽔素等（⽔素
社会推進法に基づく
もの）

アンモニア
合成燃料
合成メタン

対象分類
洋上⾵⼒発電の低コスト化

GI基⾦⽀援対象
技術

次世代型太陽電池の開発
⼤規模⽔素サプライチェーンの構築
再エネ等由来の電⼒を活⽤した⽔電解による
⽔素製造
製鉄プロセスにおける⽔素活⽤

宣⾔対象製品・サービス（抜粋）

• 「GX率先実⾏宣⾔」では、従来製品の製造とは異なる設備投資等を必要
とするものなど⾃⽴的に需要が⽴ち上がらない製品を宣⾔の対象とし、
GX製品・サービスを積極的に調達している企業を⾒える化。

• 宣⾔企業の評価向上につなげていくための施策を講じつつ、宣⾔対象の製
品・サービスの拡⼤、GX予算との連動を進めていく。



【参考】GX率先実⾏宣⾔の宣⾔状況
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宣⾔実施企業GX率先実⾏宣⾔の宣⾔内容内訳

電気⾃動⾞等

24%

⽔素

14%

グリーン
スチール
11%次世代型

太陽電池
8%

合成
メタン
6%アンモニア

7%

CO2を⽤いた
プラスチック製造

6%

再エネ電⼒による
⽔素製造

5%

その他

19%

• これまでに、51社が宣⾔実施済み（2025/12/８時点）。
• 宣⾔内容の内訳としては、電気⾃動⾞の採⽤、⽔素への燃料転換、建設会

社等によるグリーンスチールの調達が約半数を締める。

宣⾔企業グレード

⽥中鉄⼯ 、積⽔ハウス、Astemo、東京ガス、JERA、JFEスチール、
⼤和ハウス⼯業、旭化成ホームズ、⽊下カンセー、ジェイテクト、
住友化学、ほくほくフィナンシャルグループ、神⼾製鋼所、⼤成建設、
積⽔化学⼯業、シュナイダーエレクトリックHD、関⻄電⼒、
⽥中貴⾦属⼯業、京セラコミュニケーションシステム、⽇本航空、
住友林業

ゴールド

⽇本トムソン、サントリーHD、⼩島プレス⼯業、綜合警備保障シルバー

⽇本製鉄、エア・ウォーター、AGC、東亞合成、⼤阪ガス、東邦ガス、
北陸銀⾏、北海道銀⾏、⼤橋鉄鋼、ブリヂストン、いすゞ⾃動⾞、
JFE条鋼、ヤマト建設、王⼦マテリア、中部電⼒、コダマホーム、
伊庭⼯務店、協栄、阿部建設、ユースフルハウス、住友電気⼯業、
コスモエネルギーHD、三菱ケミカルグループ、川崎重⼯、三協⽴⼭、
三菱ガス化学

ブロンズ



次期GXリーグのあり⽅

21

• 次期GXリーグは、GX需要創出に向けたルール形成の枠組みを継続し、企業を起点
としたボトムアップ型の課題解決を中⼼に進めることを活動の基軸とする。

＜次期GXリーグの活動＞
① ルール形成に⼒点をおき、GX製品・サービスの調達・販売と、サプライチェーンでの
排出削減を通じた競争⼒を強化する。

② また、企業のGX需要創出の取組を評価・公表するなど企業努⼒を外部に対してアピー
ルしていく。

③ さらに、GX予算による⽀援については、需要創出等の貢献度合いに応じてインセン
ティブを付与する。

• また、次期GXリーグの参画要件も、GX需要創出のための取組に積極的に取り組む
企業を評価する仕組みに⾒直す。

＜次期GXリーグの参画要件＞
以下の事項を報告・公表することする。
① Scope１及びScope２の排出量の算定に関する事項
② GX需要創出等に係る取組に関する事項
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次期GXリーグの参画要件
• 次期GXリーグの参画要件として、以下の２点を企業に対して求めることとする。

① Scope１及びScope２の排出量の算定に関する事項
② GX需要創出等に係る取組に関する事項

• ②の中から2030年までに企業⾃らがコミットする取組を具体的な取組例の中から
２つ以上選択することを要件とする

A）GX製品・サービスの需要創出
1. GX率先実⾏宣⾔の実施
2. GX製品・サービスの積極的調達・販売
3. 調達に関するアライアンス等の発起⼜は

参画

B) サプライヤーとの協業
1. GXに係るコスト負担に関する協議と合意
2. キャパビル⽀援・⼈的⽀援・技術⽀援
3. 設備投資⽀援
4. 削減に取り組むサプライヤーの積極評価
5. CFPの算定やScope3の算定・⽬標設定

等

C) ファイナンス⾯の取組
1. サステナブルファイナンス等の

実施（⾦利優遇等）
2. ⾦融機関等の⽀援機関によるエ

ンゲージメントの実施
3. CT国債の購⼊

• ⾃社のScope１及びScope２の2030年度の排出削減⽬標の設定及びその進捗状況の報告・公表
※⾃主的な排出量取引は2026年度以降は実施しない。ETS対象者は移⾏計画の写しの提出により代替可能。

② GX需要創出等に係る取組

①Scope１及びScope２の排出量の算定

A）GX製品・サービスの需要創出
1. GX率先実⾏宣⾔の実施
2. GX製品・サービスの積極的調達・販売
3. 調達に関するアライアンス等の発起⼜は

参画

B) サプライヤーとの協業
1. GXに係るコスト負担に関する協議と合意
2. キャパビル⽀援・⼈的⽀援・技術⽀援
3. 設備投資⽀援
4. 削減に取り組むサプライヤーの積極評価
5. CFPの算定やScope3の算定・⽬標設定

等


